
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成28年２月12日

【四半期会計期間】 第20期第１四半期（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

【会社名】 ジャパンベストレスキューシステム株式会社

【英訳名】 Japan Best Rescue System Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役　　榊原　暢宏

【本店の所在の場所】 名古屋市中区錦一丁目10番20号

【電話番号】 052（212）9900（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員管理部長　葛川　遼佳

【最寄りの連絡場所】 名古屋市中区錦一丁目10番20号

【電話番号】 052（212）9908

【事務連絡者氏名】 執行役員管理部長　葛川　遼佳

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

 1/21



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

第１四半期連結
累計期間

第20期
第１四半期連結

累計期間
第19期

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日

売上高 （千円） 2,772,243 2,626,963 12,117,740

経常利益又は経常損失（△） （千円） △10,494 118,587 558,464

親会社株主に帰属する四半期純利益又

は親会社株主に帰属する四半期(当期)

純損失（△）

（千円） △83,688 105,804 △176,140

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △62,872 666,327 21,616

純資産額 （千円） 5,452,142 5,992,192 5,404,780

総資産額 （千円） 12,577,998 12,461,176 11,930,652

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期(当期)純損失金額（△）
（円） △2.44 3.07 △5.12

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.0 47.5 44.7

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第19期第１四半期連結累計期間及び第19期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失金額であるため記載しておりません。

４　第20期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純利益又は四半期(当期)純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期(当期)純損失（△）」としております。

２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社４社により構成されており、コールセンター事業、会

員事業、企業提携事業、加盟店事業及び少額短期保険事業を主たる事業として行っております。

当第１四半期連結累計期間における各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

 

（会員事業）

平成27年10月に、株式会社プレコムジャパンは、ネット110番株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅

したため、同社を当第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しました。なお、存続会社でありますネッ

ト110番株式会社は、株式会社プレコムジャパンに商号変更しております。

 

（企業提携事業）

平成27年10月に、株式会社水の救急車は、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、同社を当第１

四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しました。

 

（自動車賃貸事業）

平成27年10月に、JBR Leasing株式会社は、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、同社を当第

１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しました。

なお、当該事業は当第１四半期連結会計期間をもって撤退しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）」としております。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に、緩やかな景気回復の動

きが見られたものの、アメリカの金融政策正常化に向けた動きや中国をはじめとする新興国の成長鈍化の影響な

ど、依然として景気を下押しするリスクが存在しております。

このような状況の下、当社グループは「困っている人を助ける」という経営理念に基づき、既存事業の強化と新

たな成長基盤の確立に取り組んでまいりました。

当第１四半期連結累計期間における売上高は、2,626,963千円（前年同期比5.2％減）、営業利益は116,368千円

（前年同期は営業損失15,304千円）、経常利益は118,587千円（前年同期は経常損失10,494千円）となり、親会社

株主に帰属する四半期純利益は105,804千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失83,688千円）となり

ました。

なお、当第１四半期連結累計期間における作業件数はガラス関連サービス４千件、水まわり関連サービス11千

件、カギの交換関連サービス13千件、パソコン関連サービス３千件です。

各セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして

記載する事業セグメントを変更しており、当第１四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいてお

ります。

①　コールセンター事業

コールセンター事業におきましては、リフォーム部門等は好調に推移しましたが主力サービスのカギ部門、パ

ソコン部門ではWeb広告における競合等により成約件数が減少し、コールセンター事業全体の売上高は低調に推

移しました。

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、リフォーム部門の売上高が24,348千円（前年同期比

50.9％増）となりましたが、カギ部門の売上高が97,980千円（前年同期比10.9％減）、パソコン部門の売上高が

15,695千円（前年同期比15.6％減）となっております。

この結果、当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、165,403千円（前年同期比5.3％減）とな

り、営業利益は43,042千円（前年同期比14.5％減）となりました。

②　会員事業

会員事業におきましては、提携企業の賃貸及び分譲住宅入居者向け「安心入居サポート」会員、全国大学生活

協同組合連合会の「学生生活110番」及び家電・住宅設備機器のメーカー保証期間終了後をサポートする「あん

しん修理サポート」会員の販売が拡大し、入会会員数を順調に伸長しました。また、インターネット回線の取次

サービスも順調に推移しました。

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、「安心入居サポート」会員の売上高が627,096千円

（前年同期比9.4％増）、「ライフデポ」各種会員の売上高が104,406千円（前年同期比17.6％減）、「学生生活

110番」会員の売上高が76,036千円（前年同期比15.4％増）、「あんしん修理サポート」会員の売上高が77,044

千円（前年同期比52.9％増）及びインターネット回線取次サービスの売上高が87,726千円（前年同期比46.7％

増）となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、1,056,452千円（前年同期比14.6％増）と

なりましたが、会員数増加に伴う出動費用やコールセンター人員の増加等により営業利益は91,291千円（前年同

期比29.8％減）となりました。

また、生活会員の有効会員数は1,986千人となりました。
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③　企業提携事業

水の救急車事業におきましては、水まわりの緊急駆けつけサービスの作業件数が減少したことにより、低調に

推移しました。

ガラスの救急車事業におきましては、ガラスの緊急割れ換えの作業件数が減少したことにより、低調に推移し

ました。

顧客企業のコールセンターと作業出動をワンストップで提供しているコールセンター受託事業におきまして

は、コールセンター受託企業数は引き続き順調に増加し261社（前年同期受託企業数237社）となりましたが、前

年の短期的な案件が下落したこともあり売上高は低調に推移しております。

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、水の救急車事業の売上高が458,249千円（前年同期比

5.3％減）、ガラスの救急車事業の売上高が136,228千円（前年同期比7.0％減）、セコムウィン事業の売上高が

11,875千円（前年同期比33.8％減）、コールセンター受託事業の売上高が185,986千円（前年同期比7.6％減）と

なりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、792,340千円（前年同期比6.8％減）となり

ましたが、広告宣伝費等の費用圧縮が貢献し、営業利益は121,597千円（前年同期比52.6％増）となりました。

④　加盟店事業

加盟店事業におきましては、加盟店等への売上高が25,474千円（前年同期比32.6％減）となり、更に生活救急

車全般のプロモーションに関連する広告宣伝費を当セグメントで負担していることにより、営業損失は93,431千

円（前年同期は営業損失81,851千円）となりました。なお、加盟店数は520拠点、協力店数は1,488拠点となって

おります。

⑤　少額短期保険事業

少額短期保険事業におきましては、賃貸住宅の家財を補償する「新すまいRoom保険」や、自転車の万一の事故

に備える「ちゃりぽ」が順調に伸びていることにより、売上高は621,898千円（前年同期比16.8％増）となり、

営業利益は42,950千円（前年同期比14.4％増）となりました。

⑥　その他の事業

その他の事業におきましては、自動車賃貸事業の撤退等により、当第１四半期連結累計期間における当事業の

売上高は6,669千円（前年同期比96.8％減）となり、営業利益は3,110千円（前年同期は営業損失6,775千円）と

なりました。

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ191,376千円減少し、

8,587,282千円となりました。これは主に、現金及び預金が209,745千円減少したことによるものであります。

（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ727,037千円増加し、

3,866,073千円となりました。これは主に、投資有価証券が784,378千円増加したことによるものであります。

（繰延資産）

当第１四半期連結会計期間末における繰延資産の残高は、前連結会計年度末と比べ5,136千円減少し、7,820千円

となりました。これは、少額短期保険事業に係る保険業法第113条繰延資産が5,136千円減少したことによるもので

あります。

（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比べ322,343千円減少し、

3,216,237千円となりました。これは主に、課徴金引当金が165,090千円、１年内返済予定の長期借入金が72,538千

円、未払金が56,823千円減少したことによるものであります。

（固定負債）

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比べ265,454千円増加し、

3,252,746千円となりました。これは主に、繰延税金負債が276,225千円増加したことによるものであります。
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（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ587,411千円増加し、5,992,192

千円となりました。これは主に、その他有価証券評価差額金が558,058千円増加したことによるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

 

②　【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 34,685,000 34,685,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

権利内容に何ら

限定のない、当

社における標準

となる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 34,685,000 34,685,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行されたものは含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株 )

資本金増減額
(千円)

資 本 金 残 高
(千円)

資 本 準 備 金
増減額(千円)

資 本 準 備 金
残高(千円 )

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 34,685,000 － 779,643 － 822,765

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①　【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 207,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　34,475,700 344,757 －

単元未満株式 普通株式　　　 1,600 － －

発行済株式総数 34,685,000 － －

総株主の議決権 － 344,757 －

 

②　【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ジャパンベストレスキュー

システム株式会社

名古屋市中区錦一丁目10

番20号
207,700 － 207,700 0.59

計 － 207,700 － 207,700 0.59

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

 7/21



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年９月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,934,216 6,724,470

受取手形及び売掛金 743,636 818,440

有価証券 100,000 100,000

商品及び製品 24,530 19,970

貯蔵品 2,741 3,159

その他 985,273 950,343

貸倒引当金 △11,738 △29,102

流動資産合計 8,778,658 8,587,282

固定資産   

有形固定資産 218,430 209,478

無形固定資産   

のれん 274,639 256,867

その他 171,065 167,047

無形固定資産合計 445,704 423,915

投資その他の資産   

投資有価証券 1,440,698 2,225,077

長期貸付金 1,393,133 12,718

破産更生債権等 83,100 1,470,494

その他 1,125,307 1,083,126

貸倒引当金 △1,567,338 △1,558,737

投資その他の資産合計 2,474,900 3,232,679

固定資産合計 3,139,035 3,866,073

繰延資産 12,957 7,820

資産合計 11,930,652 12,461,176

負債の部   

流動負債   

買掛金 535,523 516,030

未払法人税等 40,013 30,995

賞与引当金 18,498 5,285

会員引当金 273,904 267,855

支払備金 27,534 22,945

責任準備金 460,677 474,496

課徴金引当金 165,090 －

その他 2,017,338 1,898,626

流動負債合計 3,538,580 3,216,237

固定負債   

長期借入金 858,515 773,342

長期前受収益 2,028,764 2,112,855

その他 100,011 366,548

固定負債合計 2,987,291 3,252,746

負債合計 6,525,871 6,468,983
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年９月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 779,643 779,643

資本剰余金 3,626,635 3,626,635

利益剰余金 742,245 769,135

自己株式 △33,944 △33,944

株主資本合計 5,114,580 5,141,469

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 221,885 779,943

その他の包括利益累計額合計 221,885 779,943

非支配株主持分 68,315 70,779

純資産合計 5,404,780 5,992,192

負債純資産合計 11,930,652 12,461,176
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成26年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 2,772,243 2,626,963

売上原価 1,830,487 1,582,237

売上総利益 941,756 1,044,726

販売費及び一般管理費 957,060 928,358

営業利益又は営業損失（△） △15,304 116,368

営業外収益   

受取利息 1,624 5,198

受取配当金 10,972 11,560

投資有価証券売却益 3,481 －

その他 4,954 4,759

営業外収益合計 21,033 21,517

営業外費用   

支払利息 3,773 1,501

持分法による投資損失 972 －

保険業法第113条繰延資産償却費 10,182 5,136

投資事業組合運用損 － 8,613

貸倒引当金繰入額 － 3,969

その他 1,293 76

営業外費用合計 16,223 19,298

経常利益又は経常損失（△） △10,494 118,587

特別利益   

投資有価証券売却益 1,277 34,336

その他 － 1,940

特別利益合計 1,277 36,276

特別損失   

固定資産除却損 5 4,016

関係会社株式売却損 － 8,191

特別調査費用 15,712 －

その他 1,037 8

特別損失合計 16,754 12,217

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△25,970 142,647

法人税等 50,922 34,378

四半期純利益又は四半期純損失（△） △76,893 108,268

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,794 2,464

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△83,688 105,804
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成26年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △76,893 108,268

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 14,022 558,058

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 －

その他の包括利益合計 14,021 558,058

四半期包括利益 △62,872 666,327

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △69,666 663,863

非支配株主に係る四半期包括利益 6,794 2,464
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(連結の範囲の重要な変更)

当第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社であったJBR Leasing株式会社及び株式会社水の救急車

は、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、JBR Leasing株式会社及び株式会社水の救急車を連

結の範囲から除外しております。

また、当第１四半期連結会計期間より、株式会社プレコムジャパンは、ネット110番株式会社を存続会社と

する吸収合併により消滅したため、株式会社プレコムジャパンを当第１四半期連結会計期間より連結の範囲

から除外しております。なお、存続会社であるネット110番株式会社は、株式会社プレコムジャパンに商号変

更しております。

 

（会計方針の変更）

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」と

いう。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計

基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下

「事業分離等会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合

の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生し

た連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以

後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日

の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期

純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の

変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及

び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項

（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結

会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日）

 
減価償却費

のれんの償却額
 

 
78,997千円

10,103
 

 
29,406千円

17,771
 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月25日

定時株主総会
普通株式 68,954 ２ 平成26年９月30日 平成26年12月26日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月22日

定時株主総会
普通株式 68,954 ２ 平成27年９月30日 平成27年12月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

 コ ー ル
センター

会 員 企業提携 加 盟 店
少額短期
保 険

環境メン
テナンス

計

売上高        

外部顧客への売

上高
174,636 918,855 849,391 27,723 493,862 168,055 2,632,524

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ 3,061 370 10,092 38,574 － 52,098

計 174,636 921,917 849,761 37,815 532,437 168,055 2,684,623

セグメント利益
又は損失(△)

50,347 130,092 79,703 △81,851 37,556 △123,440 92,409

 

    

 
その他
(注)１

合 計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

売上高     

外部顧客への売

上高
139,719 2,772,243 － 2,772,243

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

68,216 120,315 △120,315 －

計 207,935 2,892,559 △120,315 2,772,243

セグメント利益
又は損失(△)

△6,775 85,634 △100,938 △15,304

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器事業、自動車賃貸事業を含

んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△100,938千円には、セグメント間取引消去△9,058千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△91,879千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 コ ー ル
センター

会 員 企業提携 加 盟 店
少額短期
保 険

計

売上高       

外部顧客への売上高 165,403 1,054,689 791,981 25,474 582,745 2,620,294

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 1,763 359 － 39,152 41,274

計 165,403 1,056,452 792,340 25,474 621,898 2,661,569

セグメント利益又は損失(△) 43,042 91,291 121,597 △93,431 42,950 205,450

 

    

 
その他
(注)１

合 計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

売上高     

外部顧客への売上高 6,669 2,626,963 － 2,626,963

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 41,274 △41,274 －

計 6,669 2,668,238 △41,274 2,626,963

セグメント利益又は損失(△) 3,110 208,560 △92,191 116,368

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器事業、自動車賃貸事業を含

んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△92,191千円には、セグメント間取引消去1,656千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△93,848千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項

「環境メンテナンス事業」については、前連結会計年度において、株式会社バイノスの全株式を譲渡し

連結の範囲から除外したため、当第１四半期連結会計期間より廃止しております。

また、「自動車賃貸事業」については、当第１四半期連結会計期間をもって事業から撤退し、重要性が

低下したため、「その他」に含めて記載する方法に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成し

たものを開示しております。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

１．連結子会社間の合併

ともに当社の連結子会社であるネット110番株式会社と株式会社プレコムジャパンは、平成27年８月24日付で、

ネット110番株式会社を吸収合併存続会社、株式会社プレコムジャパンを吸収合併消滅会社とする吸収合併契約を

締結し、平成27年10月１日付で合併しました。また、これに併せ、ネット110番株式会社は、株式会社プレコム

ジャパンに商号変更しております。

本合併の概要等は、以下のとおりであります。

 

(１）企業結合の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容等

（吸収合併存続会社）

名称：ネット110番株式会社、資本金：10百万円、事業の内容：インターネット回線取次事業

（吸収合併消滅会社）

名称：株式会社プレコムジャパン、資本金：10百万円、事業の内容：インターネット回線取次事業

②　企業結合日

平成27年10月１日

③　企業結合の法的形式

ネット110番株式会社（当社の連結子会社）を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社プレコムジャパン

（当社の連結子会社）は解散しました。

④　結合後企業の名称

株式会社プレコムジャパン

（注）ネット110番株式会社は、平成27年10月１日付で上記名称に変更しました。

⑤　その他取引の概要に関する事項

当社は、平成25年12月にネット110番株式会社の株式を取得し、当社の連結子会社とした後、平成27年４月に

株式会社プレコムジャパンの株式を取得し、当社の連結子会社としました。インターネット回線の取次事業を展

開している当社連結子会社２社を合併し、吸収合併存続会社が通信キャリア等との手数料交渉を有利に進めるこ

とにより、インターネット回線の取次事業の業界内における当社グループの優位性を高め、収益力の向上を図る

ためのものであります。

また、両社の経理業務等を一本化することで、子会社における業務の効率化を図るとともに、当社が平成27年

６月22日に提出した改善報告書の訂正版における「子会社の管理体制の見直し」においても記載したとおり、必

ずしも２つの子会社として並存させる必要がない子会社を整理し、企業価値向上のために必要不可欠な子会社に

当社の人的リソースを集中して投入することで、子会社の管理体制の強化に繋がるものと考えております。

 

(２）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引として会計処理を実施しております。

 

２．連結子会社（JBR Leasing株式会社）の吸収合併

当社は、平成27年８月24日開催取締役会の決議に基づき、平成27年10月１日を効力発生日として、当社の連結子

会社であるJBR Leasing株式会社を吸収合併しました。

 

(１）企業結合の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容等

結合当事企業の名称：JBR Leasing株式会社

事業の内容：自動車賃貸事業

総資産：727百万円、負債：431百万円、純資産：295百万円
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②　企業結合日

平成27年10月１日

③　企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社とし、JBR Leasing株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併であります。

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第２項に規定する簡易合併であり、JBR Leasing株式会社におい

ては会社法第784条第１項に規定する略式合併であるため、それぞれ株主総会の承認決議を経ずに行いま

した。

④　結合後企業の名称

ジャパンベストレスキューシステム株式会社

⑤　その他取引の概要に関する事項

今回、JBR Leasing株式会社を当社に吸収合併することで、JBR Leasing株式会社の経理業務等を親会社である

当社に一本化し、当社グループにおける業務の効率化を図るとともに、当社が平成27年６月22日に提出した改善

報告書の訂正版における「子会社の管理体制の見直し」においても記載したとおり、必ずしも子会社として存続

させる必要がない子会社を整理し、企業価値向上のために必要不可欠な子会社に当社の人的リソースを集中して

投入することで、子会社の管理体制の強化に繋がるものと判断しました。

 

(２）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引として会計処理を実施しております。

 

３．連結子会社（株式会社水の救急車）の吸収合併

当社は、平成27年８月24日開催取締役会の決議に基づき、平成27年10月１日を効力発生日として、当社の連結子

会社である株式会社水の救急車を吸収合併しました。

 

(１）企業結合の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容等

結合当事企業の名称：株式会社水の救急車

事業の内容：水まわりの部材の仕入・販売業

総資産：333百万円、負債：131百万円、純資産：201百万円

②　企業結合日

平成27年10月１日

③　企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社とし、株式会社水の救急車を吸収合併消滅会社とする吸収合併であります。

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第２項に規定する簡易合併であり、株式会社水の救急車におい

ては会社法第784条第１項に規定する略式合併であるため、それぞれ株主総会の承認決議を経ずに行いま

した。

④　結合後企業の名称

ジャパンベストレスキューシステム株式会社

⑤　その他取引の概要に関する事項

今回、株式会社水の救急車を当社に吸収合併することで、株式会社水の救急車の経理業務等を親会社である当

社に一本化し、当社グループにおける業務の効率化を図るとともに、当社が平成27年６月22日に提出した改善報

告書の訂正版における「子会社の管理体制の見直し」においても記載したとおり、必ずしも子会社として存続さ

せる必要がない子会社を整理し、企業価値向上のために必要不可欠な子会社に当社の人的リソースを集中して投

入することで、子会社の管理体制の強化に繋がるものと判断しました。

 

(２）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引として会計処理を実施しております。

 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

18/21



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
△2円44銭 3円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△83,688 105,804

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

△83,688 105,804

普通株式の期中平均株式数（株） 34,347,321 34,477,300

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変更が

あったものの概要

－ －

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

(重要な訴訟事件等)

(1)　当社の連結子会社であるJBR Leasing株式会社と共同で行った自動車賃貸事業により多大な損失を被ったとし

て、平成27年５月20日付で株式会社EHS破産管財人弁護士川上明彦氏から100,000千円の損害賠償請求訴訟の提起

を受け、提出日現在係争中であります。

当社としては、対応に過失はないものと判断しており、訴訟の中で正当性を主張していく方針であります。

なお、平成27年10月１日を効力発生日として、当社を存続会社とし、JBR Leasing株式会社を消滅会社とする吸

収合併により、当社が上記訴訟における被告としての地位を承継しております。

 

(2)　当社は、当社の子会社であった株式会社バイノスに対し、金銭消費貸借契約に基づき金銭の貸付を行っており

ましたが、同社が平成28年１月19日に福島地方裁判所郡山支部より破産手続開始決定を受けたことから、その連

帯保証人である同社の元代表取締役湯川恭啓氏を被告として、保証債務の履行を求める民事訴訟を、名古屋地方

裁判所に提起することを、平成28年２月12日開催の取締役会において決議しました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成28年２月12日

ジャパンベストレスキューシステム株式会社   
 

 取締役会　御中  

 

 監査法人東海会計社  

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 後藤　久貴　　印  

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 青島　信吾　　印  

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンベスト

レスキューシステム株式会社の平成27年10月１日から平成28年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成27年10月１日から平成27年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成27年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンベストレスキューシステム株式会社及び連結子会社の平成27

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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